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「三田学会雑誌」85巻 2 号 （1992年 7 月）

国 際 的 所 得 移 転 と 環 境 問 題

吉 岡 忠 昭

1. 序

本稿は，二つの地域にまたがる公共財である環境の質の均衡水準に対して，所得移転がどのよう 

な効果を持つのかを検討する。環境問題については，これまでにも様々な立場からの主張がなされ 

ているが，最終的には国内あるいは国際的な経済問題としてとらえられることが多い。たとえば， 

環境に関する何らかの課税や経済援助というかたちでの国際間の所得移転などが取り上げられるこ 

とがある。課税と環境に関してはSiebert (1979, 1987)などでいくつかの研究がなされている。こ 

こでは，二つの地域（あるいは国）の間での所得移転が環境に与える影響について経済モデルを構築 

し，検討を加える。

本稿のモデルでは，各地域の代表的消費者が環境の質を公共財として認識していると想定する。 

環境の質は，それに対する選好の程度の差は存在しても， どの経済主体にとっても共通な変数であ 

ると考えられる。環境の質は，このような非排除性という公共財の性質を持つために，一般には， 

市場で取引されることはない。本稿では所得移転が環境の質に与える影響を実証的観点から検討す 

ることが目的であるために，規範的観点から導入された汚染許可証などの政策手段はモデルのなか 

には含めないことにする。以下では，環境の質の低下は汚染物質の排出によっておこるものとしよ 

う。汚染物質は，各地域で消費財を生産する際に，その結合生産物として発生し地球上に排出され 

る。例えば，二酸化炭素 • メタン•フロンなどの温室効果ガス，あるいは，産業廃棄物などが汚染 

物質として挙げられよう。各地域の代表的消費者は，生産技術の制約の下に消費財の生産量を決め 

るとともに，自らの初期資源を使って汚染物質除去活動をおこなう。 この除去活動は，例えば，フ 

ロン • ガス排出の大幅な抑制に関して取られた政府や企業の活動を挙げることができよう。 このよ 

うな汚染物質の排出と除去活動が世界の環境の質を決めるものとする。

公共財の私的供給の文献では，Warr (1983) が所得移転の中立性を指摘している。 つまり， 各 

消費者が公共財の供給をおこなうかぎりそのような消費者間で初期保有の再分配をおこなっても 

N a s h 均衡配分を変化させないことをしめした。 同様な公共財の自発的供給のモデルを使って，
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Kemp (1984)，Bergstrom and Varian (1985)，Bergstrom, Blume and Varian ( 1 9 8 6 )らがこ 

の中立性を詳しく研究している。本稿では，前述のような設定で，自発的供給のモデルと類似の中 

立性命題がみちびかれるのかどうかを研究する。

二つの地域の生産技術が同一であるという仮定のもとに，本稿では，所得移転が環境の質と消費 

の均衡水準を変化させないことを示す。所得移転を支払う地域はそれと同額だけ汚染除去への支出 

を減少させ，消費水準を変化させない。他方，所得移転を受け取る地域は，それと同額の汚染除去 

への支出を増加させ，消費水準を一定に保つ。汚染除去への支出の総額と排出の総量が不変なので， 

環境の質も不変である。 このモデルでは，この二つの地域の間での所得移転は均衡配分と各地域の 

効用水準を変化させないことになる。

2. モ デ ル

経済には二つの地域（あるいは国）f = l，2 があり， 各地域の代表的消費者が存在するとしよう。 

地域丨• の代表的消費者は初期資源を叫> 0 だけ保有していて， そのうちのれを使って消費財を 

A 単位作ることができる。このときの地域 i の代表的消費者が持っている地域内の生産技術を

X i= fiQ rd
と書く。 初期資源を使う消費財の生産において， 結合生産物としての汚染物質が発生し， それは 

地球全体の物理的環境の中に排出される。 汚染物質の総排出量 e と各地域の消費財の産出ル，》2 
には

e=h(.X\+Xz)

という関係が成り立つものとする。 この汚染物質の排出に対して，各地域の消費者/は初期資源の 

うちのS iを汚染物質除去活動のために使う0 この除去活動は，

<z=g、si+S2)
という関係で表現され， a の大きさだけ汚染物質の排出が食い止められる。汚染物質の純排出量は 

e - a となり，環境の質 z が汚染物質の純排出量に依存することを，

z=qK.e—a)
のように書くことにしよう。各地域の代表的消費者はこの環境の質を公共財と見なすので，消費者 

i の選好関係は，

Ui = VAXi, z)
という効用関数であらわされる。Siebert (19ァ9 ) は， 環境の質が排出と除去によってきまり， ニ 

国間の消費財の貿易が存在するモデルを作っている。 しかしながら，代表的消費者については消費 

財の需要関数から出発しており，消費者の選好について十分には考慮されていない。市場で取引さ 

れない環境という公共財を考えているので，ここでは，消費者を需要関数ではなく効用関数によっ 

て特徴付けることにする。主 体 i の初期資源の保有量はo hであるからその資源制約は
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n+Si— oji

となる。以下では，消費財の生産と汚染物質除去活動に使われるものであって，直接に消費できる 

ものではないこの初期資源を所得と解釈することにする。また，順 序 対 （ゴ如，如 2) 妾0 のうちで， 

dui + d o )2 = 0という条件を満たすものを所得移転と呼ぶ。

次に，このモデルでの均衡を定義する0 均衡とは，各代表的消費者による消費量，消費財生産に 

投入される資源の量，汚染物質除去のために使われる資源の量，および，消費者の選択によって決 

まる環境の質を一組にした（Ort，パ，sO, r*2, st), 2* ) であって，各 /• について，ぬ A s ; と 2 * 
は代表的消費者 i が他方の消費者一/の選択Oc、 rU, s * i ) を与件として

ri+ S i= ^ i
X i^ f iC r d  

z = q { h ix i +  X2)—gCsi +  52))

の制約の下に自らの効用

Ui =  Vi(.Xi, Z)
を最大化するように選ばれている。消費と環境の質をまとめた（对，对，2* ) を均衡配分と呼ぶこと 

にする。代表的消費者が各地域内（あるいは国内）でそれぞれの消費財の生産と汚染物質除去活動を 

主体的に決定しているとみるのはかなり自然であり，N a s h 均衡によるこの定義は説得的と言えよ 

う。 これらの関係をまとめると，それは図のように示される。

本稿では，できるだけ単純なモデルで考察を進めていくため，次に挙げるような仮定を置くこと 

にする。

仮 定 1 各 ?_=1，2 について，代表的消費者 i の効用関数的 (れ， は各独立変数に関して2 回連 

続微分可能かつ強い準凹関数である。

仮 定 2 各 /= 1 ，2 について，消費財の生産技術は線形であって
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Vi=fiQrd =^iTu A > 0

のように特定化する。

仮 定 3 汚染物質除去の活動，結合生産における汚染物質の発生，および汚染物質の純排出量と 

環境の質の関係についてはすべて線形であるとする。つまり，

g/(si +  S2) > 0  and g//(si +  S2 ) = 0

h X x i + X2 ) > 0  and /i,,Cxi + x 2)= 0
q X K x i  +  X2) —ffCsi +  52) )  <  0 and q"{hQxi + x 2')—g{.si + S2)') = 0

と仮定する。

3. 所得移転の中立性

前節の消費者による効用最大化は次のように書き換えることができる。代表的消費者纟は他方の 

消 費 者 の 選 択 を 所 与 と し て

ri+Si=(Hi
という資源の制約の下に，自らの効用

u ^ V iQ ^ n ,  < /?03げ1+卢2,2)—g(si +  s2) ) )
を最大化するようにパと - を選択する。 こうして書き換えられた最大化問題の一階条件は，各 

1 = 1 , 2 について

: 爲+ ■ ^ ゲ(が A + ゲ) = 0  (1)

rt+Si^cUf (2)
となる。’

ここで，生産技術が二つの地域で同一である場合について考えてみよう。仮定 2 より生産技術は 

線形なので，二つの地域で共通の係数を /3 ! = ^ = ^ と書く。消費者 f の効用関数は，U i = V i H  
q Q i ( M ) - g ( S ) y ) となる。ただし，r i+ r 2= R , & +幻= S である。 ここで，一階条件の式⑴は，

dVi( M ，q a びm —g C S H  0 , dvが r K k びm i C S W )
dxi 卩丁 —  d2

X ダ a (卢だ）一g(S O )(が 09だ )奸 ゲ (S * ) )= 0  (3)
となる。資源制約⑵から， 叫 + 叱一だである。式⑶に陰関数定理を適用できるなら，パはダ 

と叫 +cw2 の関数として解けることになる。 したがって，パ，パ2，/? '  S * はそれぞれ叫+  co2 の関数 

になる。 こうして，均 衡 配 分 （W，W，2 * )の各要素も®〖十吣の関数であることが分かる。 以上よ 

り，環境の質に対する所得移転の影響について次の命題を考えることができる。

命題均衡を構成する各要素の値がすべて正であり，仮 定 1 ， 2 ， 3 が満たされているとしよう。
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もし，二つの地域で生産技術が同一である，すなわち， 卢1=/32==/3であるならば，所得移転が行わ 

れるとしても，均衡配分と汚染物質除去活動に対する資源の総使用量の均衡値は変わらない。つま 

り，各 卜 1，2 と 加 1 +加 2 =  0 を満たす各（咖 1，办 2 ) # 0 について

dx\ _  dx*2 dz* 一

である。

証明

仮定 2 ， 3 の線形性に注意しながら，式⑶と⑵を全微分し，すべての微係数を均衡点で評価する 

と，

抑が切 ' )ゲ) が ゲ 抑 2+ 安 ^ ' 抑 (如' + ゲ) ゲ)狀*

+ K r ^ ^ d z q g '色—~d ^ ~ ^ h ，+ g ' W ) d S *= o (4)

G ^ 2+~ ^ k _ h » ;) d r l+ L q'hf + ^ ^ h W h '+ の め d R t

+  ( — 為 (队 + ゲ) ゲ2ゲ) 政 = 0  (5)

dr*+ds* =  dct)i 

dr2 + ds2=do)2
が得られる。ここで，<iS* = ふ1 + 郝 ，ゴだ= 办 1 +み1である。所得移転の定義より如 1+如 2= 0 で 

.あるから，

dR* =  — dS* =  dr\+drt  (6)

がなり立つ。一方，式⑷と⑸をそれぞれ儿办 : + 及 必 * =  0 とル办 ; +  5 2必 • =  ( ) のように書いて， 

まとめると，

^ r + ^ 2* + ( - |^ + ^ Y - V s * = o  (7 )

である。 この⑵式を(6)式の関係を使って書き換えれば，

(1 +音 - 1)ゴ卜0
となり，各係数がゼロでないかぎり，ゴS*==み■〖= め^ = ぬ 〖==ぬ:卜 ぬ • = ( ) が含意される。 したがっ 

て，各卜=1，2 と rfon + 如 2= 0 を満たすような各（ふ《!，也 2)尹0 に対して

dx\ dxl dz* — +  —ひ

dm dcoi dan dan

である。 （証明終り）
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次に，所得移転に関する中立性がなぜ生じるのかを見るために，簡単な例を作ってみよう。各地 

域 / = 1 , 2 の代表的消費者の効用関数を

Mi=(Xi)a<2) 1_a<

ただし，0 < a K l とする。生産技術は両地域で同一，つまりト= わ= 兵> Q であって，各 /= 1 ，2 
について，

Xi=^n

とし，環境の質は

2=c—f [タ Oi+®2)—r(si+s2)]
という関係式で決まるものとする。また，代表的消費者纟= 1 ，2 の資源の制約は

ri+Si=<Oi
である。 ここで，c，f と r はすべて正の値をとるパラメーターである。 このように特定化すると， 

仮 定 1 ， 2 ，3 がすべて満たされるのは明らかである。

代表的消費者丨_=1，2 について， この特定化のもとでのそれぞれの効用最大化問題の一階条件は 

⑴式ょり

+  08バ) < 1 - 0 ( C - が月， 十打ヌワ- ぺ一の (印 + r) = o  (8)
である。ただし， パ+W ，S* =  sI + 幻である。資源制約⑵より 5 _ = 叫+ ⑴2—及* であるので，

⑶式を変形すると，各 f = l ，2 について

* _ /  AC- ^C^i®+r)-^*+fr(aji + aj2)
n _ V T = ^ 7 /  劇 + r )i - ち ノ ミ柳 + 了)

となる。 これらに注意して，パ と W を加えあわせることで，

( し «2
r * _ \ I - «1 l ~ g2 (C +frO i+a>2))

( I + T ^ T + T ^ ^ (料 r )

を得る。 したがって，

卜 叫 切 2-(1^ +ぉ (け_ 1+°̂
( 1 + 含 + 7 ^ 物 )

⑶

である。 さらに， であるから，
丄一a 2 oc\

(Xi 丄 a 2
パ= V 1 ^ 1 」 二を

-)(C + frO i+ ® 2))

T2'-

( i + T ^ + 7 ^ X 1 + -A 2 ニ ” べ 物 )
咖 +叫)）

( i + T ^ T + T ^ X ^  i g a 2 で )卿 竹 )
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が導かれる。 したがって，均衡配分は

r  (ひ — 心

( i + 1 ^ r + T^ - ) ( i + T ：2g2- 1-：；1)， + 了)

ト ^ : ：t —  的
1 ~ « 1 「1 - « 2

と求められる。式⑶，dd, ojjと肋から分かるように，均 衡 配 分 （れ 蚝 パ ） と汚染物質除去活動に 

使用される資源の総量S • は ®1 と o»2 について個別に依存せず， そ の 和 で あ る 叫 +叭 に 依 存 し  

ている。各地域の所得と解釈される初期資源の保有量叫と％ に対して， 所得移転がおこったと 

しても所得の総和である叫+ 吟に変化はなく，命題の結論部分が成り立つことが分かる。均衡配 

分が不変なので，各地域の消費者の効用水準も不変である。

4. 残された問題

本稿の分析にはいくつかの残された問題が存在する。一 '"̂ は，仮定 2 ， 3 での線形性を緩めるこ 

とである。 これらの仮定は，本稿では純粋に議論の流れを簡単にするために導入されたものである 

が，理論的には，生産技術や汚染物質の排出•除去の技術には線形性よりも緩い仮定がおかれるベ 

きであろう。第二に，Siebert (1979)の モデルで取り入れられていた二国間の消費財の貿易を考慮 

することである。本稿では，できるだけ単純なモデルをつくって所得移転の中立性がおこりうるこ 

とを示すのが目的であったため，貿易は考慮しなかった。貿易があることで，中立性がどのような 

影響を受けるのかということも検討に値するであろう。最後に，地域間の生産技術の差を考慮する 

ことがある。先進国と途上国などの地域間に生産力の差がある場合に，環境問題と絡められた所得 

移転がしばしば主張される。先進国から途上国への所得移転が国際公共財としての環境あるいは双 

方の国の消費者の効用水準にどう影響するのかを検討することも興味深いことと思われる。本稿で 

は，所得移転の中立性に焦点をあててきたが，これら残された問題の検討については，稿を改めて 

別の機会に譲ることにしたい。
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